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(57)【要約】
　走査ビーム装置により取得された画像におけるノイズ
を減少させるための方法及び装置が開示される。代表的
な方法は、変速度での走査により表面全体にわたって光
ビームを走査することを含むことができる。表面から後
方散乱された光は、走査中の異なる時点において実質的
に一定の割合で検出することができる。各々が表面の画
像における異なる位置に対応する検出光のグループのノ
イズ減少表現を生成することができる。ノイズ減少表現
は、複数の異なるサイズを有するグループについて生成
することができる。表面の画像は、画像における異なる
位置を対応するグループのノイズ減少表現で表わすこと
により、生成することができる。他の方法及び装置が開
示される。
【選択図】図１



(2) JP 2011-505190 A 2011.2.24

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　変速度での走査により表面全体にわたって光ビームを走査するステップと、
　前記走査中の異なる時点で前記表面から後方散乱された光を検出するステップと、
　各々が前記表面の画像における異なる位置に対応する前記検出光のグループのノイズ減
少表現を、複数の異なるサイズを有するグループについて生成するステップと、
　前記画像における前記異なる位置を前記対応するグループの前記ノイズ減少表現で表わ
すことにより、前記表面の前記画像を生成するステップと
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記グループの前記ノイズ減少表現を生成するステップは、各グループ内の前記検出光
をフィルタ処理するステップを含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記フィルタ処理するステップは、カットオフ周波数より上の周波数を減少させるステ
ップを含むことを特徴とする請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記カットオフ周波数を変更するステップをさらに含むことを特徴とする請求項３に記
載の方法。
【請求項５】
　前記カットオフ周波数を変更するステップは、少なくとも部分的に前記グループの前記
サイズに基づいて、前記カットオフ周波数を変更するステップを含むことを特徴とする請
求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記カットオフ周波数を変更するステップは、
　相対的に多くの時点で検出された光を含むグループについて前記カットオフ周波数を減
少させ、
　相対的に少ない時点で検出された光を含むグループについて前記カットオフ周波数を増
加させる
ステップを含むことを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記ノイズ減少表現を生成するステップは、各グループ内の前記検出光の潜在的に等し
くない値を集約する単一のノイズ減少表現を各グループについて生成するステップを含む
ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　前記ノイズ減少表現を生成するステップは、算術平均、平均、平均値、重み付け平均値
、移動平均値、中央値、極値間の中間点、相対的に中央の点、中間値、及びモードのうち
の少なくとも１つを各グループについて生成するステップを含むことを特徴とする請求項
１に記載の方法。
【請求項９】
　前記ノイズ減少表現は、前記速度が相対的に低速であるときは相対的に大きいグループ
について生成され、前記速度が相対的に高速であるときは相対的に小さいグループについ
て生成されることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記走査するステップは、渦巻状走査により前記表面全体にわたって前記光ビームを走
査するステップを含み、前記速度は、前記渦巻状走査の中心から距離が大きくなるのに伴
って増加し、前記ノイズ減少表現を生成するステップは、前記渦巻状走査の前記中心に近
付くほどノイズを相対的に多く減少させ、前記渦巻状走査の前記中心から遠くなるほどノ
イズを相対的に少なく減少させるステップを含むことを特徴とする請求項９に記載の方法
。
【請求項１１】
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　前記ノイズ減少表現は、前記走査中に前記画像における所与の位置全体にわたる前記光
ビームの異なる通過の間に検出された前記所与の位置に対応する検出光を含むグループに
ついて生成されることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記ノイズ減少表現は、前記グループの検出光のサブセットのみに基づいて生成される
ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　走査ビーム内視鏡を患者に挿入するステップをさらに含み、前記光ビームを走査するス
テップは、前記走査ビーム内視鏡を用いて前記患者の内部の表面全体にわたって前記光ビ
ームを走査するステップを含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　走査ビーム装置を結合することを可能にするインターフェースと、
　前記インターフェースを通して前記走査ビーム装置に光を与えるために、前記インター
フェースと光学的に結合された光源と、
　変速度での走査により表面全体にわたって前記走査ビーム装置に光ビームを走査させる
ように機能するアクチュエータ駆動信号を、前記インターフェースを通して前記走査ビー
ム装置に与えるために、前記インターフェースと電気的に結合されたアクチュエータドラ
イバと、
　前記走査中の異なる時点で検出された光のグループのノイズ減少表現を生成するための
ノイズ減少ユニットであって、複数の異なるサイズを有するグループのノイズ減少表現を
生成する、ノイズ減少ユニットと、
　前記画像における異なる位置を対応するグループのノイズ減少表現で表わすことにより
、前記表面の画像を生成するための画像生成ユニットと
を含むことを特徴とする装置。
【請求項１５】
　前記ノイズ減少ユニットはフィルタを含むことを特徴とする請求項１４に記載の装置。
【請求項１６】
　前記フィルタは、低域通過フィルタ及び帯域通過フィルタから選択される電気的フィル
タを含むことを特徴とする請求項１５に記載の装置。
【請求項１７】
　前記フィルタは可変カットオフを含むことを特徴とする請求項１６に記載の装置。
【請求項１８】
　前記カットオフはグループのサイズの増加に伴って減少することを特徴とする請求項１
７に記載の装置。
【請求項１９】
　前記ノイズ減少ユニットは、各グループ内の検出光の潜在的に等しくない値を集約する
単一のノイズ減少表現を各グループについて生成するためのものであることを特徴とする
請求項１４に記載の装置。
【請求項２０】
　前記ノイズ減少ユニットは、算術平均、平均、平均値、重み付け平均値、移動平均値、
中央値、極値間の中間点、相対的に中央の点、中間値、及びモードから選択される、各グ
ループの単一のノイズ減少表現を生成するためのものであることを特徴とする請求項１４
に記載の装置。
【請求項２１】
　変速度での走査により表面全体にわたって光ビームを走査するステップと、
　前記走査中の異なる時点で前記表面から後方散乱された光を、実質的に一定の割合で検
出するステップと、
　各々が前記表面の画像における異なる位置に対応する前記検出光の複数の異なるサイズ
のグループの各々を平均化するステップと、
　前記画像における各々の異なる位置を前記対応するグループの平均で表わすことにより
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、前記表面の前記画像を生成するステップと
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２２】
　変速度での走査により表面全体にわたって光ビームを走査するステップと、
　前記走査中の異なる時点で前記表面から後方散乱された光を、実質的に一定の割合で検
出するステップと、
　前記検出後方散乱光に対して、カットオフ周波数より上の周波数を減少させることを含
むフィルタ処理を行うステップと、
　フィルタ処理された前記表面の画像における所与の位置に対応する前記検出後方散乱光
の点の数に少なくとも部分的に基づいて、前記カットオフ周波数を変更するステップと、
　前記画像における異なる位置を前記対応するフィルタ処理後の検出後方散乱光で表わす
ことにより、前記表面の前記画像を生成するステップと
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２３】
　渦巻状走査の中心から距離が大きくなるのに伴って速度が増加する変速度での渦巻状走
査により、表面全体にわたって光ビームを走査するステップと、
　前記走査中の異なる時点で前記表面から後方散乱された光を検出するステップと、
　各々が前記表面の画像における異なる位置に対応する前記検出光のグループを可変カッ
トオフフィルタでフィルタ処理することにより、前記グループのノイズ減少表現を生成す
るステップであって、前記グループのサイズは前記渦巻状走査の中心からの距離が大きく
なるのに伴って減少し、前記フィルタのカットオフは前記渦巻状走査の中心からの距離が
大きくなるのに伴って増加し、ノイズ減少の量は前記渦巻状走査の中心からの距離が大き
くなるのに伴って減少する、ステップと、
　前記画像における異なる位置を前記対応するグループの前記ノイズ減少表現で表わすこ
とにより、前記表面の前記画像を生成するステップと
を含むことを特徴とする方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、走査ビーム画像取得に関する。具体的には、本発明は、走査ビー
ム画像取得を通して取得される画像のノイズを減少させることに関する。
【背景技術】
【０００２】
　走査ビーム装置は、当該技術分野において知られている。１つの種類の走査ビーム装置
は、走査ファイバ装置である。走査ファイバ装置は、一次元又は二次元で振動及び走査す
ることができる単一の片持ち光ファイバを含むことができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　走査ビーム装置を用いて、目標領域の画像を取得することができる。幾つかの場合にお
いては、取得された画像は、画像ノイズ又は最適ではない画質を有する。取得された画像
のノイズを減少させる及び／又は画質を改善することが望ましい場合が多い。
【図面の簡単な説明】
【０００４】
【図１】本発明の実施形態による例示的な走査ビームシステムのブロック図である。
【図２】本発明の実施形態による走査ファイバ装置の特定の例の断面側面図である。
【図３】本発明の実施形態による、渦巻状走査において片持光ファイバを走査するために
、図２に示されるものと同様な走査ファイバ装置の電極に印加されるように動作可能な、
例示的な一対のアクチュエータ駆動信号を示す。
【図４】第１の共振モードにおいて動作される片持ち光ファイバの例示的な共振ゲイン特
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性のグラフである。
【図５】本発明の実施形態による、片持ち光ファイバが変速度（例えば、定周波）で走査
され、後方散乱光が実質的に一定の割合でサンプリングされた場合に、渦巻状走査の中心
付近でオーバーサンプリングが生じる場合があることを概念的に示す。
【図６】本発明の実施形態による、走査ビーム装置により取得された画質を改善する方法
のブロックフロー図である。
【図７】本発明の１つ又はそれ以上の実施形態による、低域通過フィルタの例示的な周波
数応答特性を示すボード線図である。
【図８】本発明の実施形態によるノイズ減少ユニットを有するベースステーションのブロ
ック図である。
【発明を実施するための形態】
【０００５】
　本発明は、以下の説明及び本発明の実施形態を示すのに用いられる添付の図面を参照す
ることにより最良に理解することができる。
　以下の説明において、非常に多くの特定の詳細が述べられる。しかしながら、本発明の
実施形態は、これらの特定の詳細なしで実施できることが理解される。他の場合において
は、本説明の理解を曖昧にしないように、周知の回路、構造、及び技術は詳細には示され
ていない。
【０００６】
　図１は、本発明の実施形態による例示的な走査ビームシステム１００のブロック図であ
る。
　本発明の種々の実施形態において、走査ビームシステムは、走査ビーム内視鏡若しくは
走査ファイバ内視鏡、ボロスコープ、マイクロスコープ、他の種類のスコープ、バーコー
ドリーダ、又は、当該技術分野において知られる他の走査ビーム若しくは走査ファイバ画
像取得装置の形態を取ることができる。既知のように、内視鏡は、患者の中に挿入されて
、体腔、管腔内の画像を取得するか又は患者の中の画像を取得する装置を表わす。適切な
種類の内視鏡の例として、幾つか例を挙げると、気管支鏡、結腸鏡、胃鏡、十二指腸内視
鏡、Ｓ字結腸鏡、胸腔鏡、尿管鏡、洞鏡、ボロスコープ、及び胸腔鏡が挙げられるが、こ
れらに限定されるものではない。
【０００７】
　走査ビームシステムは、ベースステーション１０２と走査ビーム装置１２０とを含む２
つの部分のフォームファクタを有するが、こうした２つの部分のフォームファクタは必ず
しも必要とされない。走査ビーム装置は、１つ又はそれ以上のケーブル１２６を通して電
気的かつ光学的にベースステーションに結合される。具体的には、ベースステーションは
、走査ビーム装置の対応する接続器又は結合器１２２を接続又は結合することを可能にす
るインターフェース１０８を有する。
【０００８】
　本説明及び特許請求の範囲において、用語「結合される」及び「接続される」がその派
生語と共に用いられる。これらの用語は、互いに同義語として意図されてはいないことを
理解すべきである。むしろ、「接続される」は、２つ又はそれ以上の要素が互いに物理的
又は電気的に直接接触している状態にあることを示すのに用いることができる。「結合さ
れる」は、２つ又はそれ以上の要素が物理的又は電気的に直接接触している状態にあるこ
とを意味する場合もある。しかしながら、「結合される」はさらに、２つ又はそれ以上の
要素が互いに直接接触している状態にはないが、例えば、１つ又はそれ以上の介在する構
成要素を通して、依然として互いに協働又は相互作用できることを意味する場合がある。
【０００９】
　ベースステーションは、光源１０４を含む。光源は、インターフェースと光学的に結合
され、インターフェースを通して光を走査ビーム装置に与える。１つ又はそれ以上のケー
ブルは、光を受信及び伝送するための１つ又はそれ以上の光路１２８を含むことができる
。適切な光源の例は、レーザー、レーザーダイオード、垂直キャビティ面発光レーザー、
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発光ダイオード（ＬＥＤ）、及びこれらの組み合わせを含むが、これらに限定されるもの
ではない。本発明の種々の例示的な実施形態においては、光源は、赤色光源、青色光源、
緑色光源、赤緑青（ＲＧＢ）色光源、白色光源、赤外光源、紫外光源、又はこれらの組み
合わせを含むことができる。幾つかの場合において、光源はさらに、治療用高輝度レーザ
ー光源を含むことができる。実装状態に応じて、光源は、光の連続ストリーム、変調光、
又は光パルスのストリームを放射することができる。
【００１０】
　ベースステーションはさらに、アクチュエータドライバ１０６を含む。アクチュエータ
ドライバは、インターフェースと電気的に結合され、本明細書においてはアクチュエータ
駆動信号と呼ばれる電圧又は他の電気信号を、インターフェースを通して走査ビーム装置
に与える。１つ又はそれ以上のケーブルは、アクチュエータ駆動信号を受信及び伝送する
１つ又はそれ以上のアクチュエータ駆動信号経路１２４を含むことができる。アクチュエ
ータドライバは、ハードウェア（例えば、回路）、ソフトウェア（例えば、ルーチン又は
プログラム）又はハードウェアとソフトウェアの組み合わせとして実装することができる
。一例として、本発明の１つ又はそれ以上の実施形態においては、アクチュエータドライ
バは、アクチュエータ駆動信号値を与えることができる、メモリ内に格納された１つ又は
それ以上のルックアップテーブル又は他のデータ構造を含むことができる。アクチュエー
タ駆動信号値は、例えば、Ｒｉｃｈａｒｄ　Ｓ．Ｊｏｎｓｔｏｎによる「ＲＥＭＡＰＰＩ
ＮＧ　ＭＥＴＨＯＤＳ　ＴＯ　ＲＥＤＵＣＥ　ＤＩＳＴＯＲＴＩＯＮＳ　ＩＮ　ＩＭＡＧ
ＥＳ」という発明の名称の米国特許出願番号２００６００７２８４３号に説明されるよう
な較正に基づいて、潜在的に調整することができる。別の例として、アクチュエータドラ
イバは、コンピュータ、プロセッサ、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、又は、リアル
タイムでアクチュエータ駆動信号値を生成するための他の回路を含むことができる。この
値は、デジタルとすることができ、アクチュエータドライバのデジタル・アナログ変換器
に与えることができる。アクチュエータドライバの１つ又はそれ以上の増幅器は、アナロ
グ形式のアクチュエータ駆動信号を増幅することができる。これらは、適切なアクチュエ
ータドライバの幾つかの例示に過ぎない。
【００１１】
　走査ビーム装置１２０は、アクチュエータ１３２と走査光学要素１３４とを含む。アク
チュエータは、アクチュエータ駆動信号を受信することができる。アクチュエータは、受
信したアクチュエータ駆動信号に基づいて及びこれに応答して、走査光学要素を振動させ
るか、そうでなければ作動させるか又は移動させることができる。本発明の実施形態にお
いては、アクチュエータ駆動信号は、アクチュエータに二次元走査により走査光学要素を
作動させるように機能することができる。適切な二次元走査の例として、渦巻状走査、プ
ロペラ走査、リサージュ走査、円形走査、楕円形走査、ラスタ走査等が挙げられるが、こ
れらに限定されるものではない。
【００１２】
　走査光学要素は、光を光源から受け取ることができる。作動した走査光学要素は、１つ
又はそれ以上のレンズ１３８を通して光ビームを走査し、走査表面１４２上において合焦
ビーム１４０又は照明スポットを走査することができる。図においては、渦巻状走査１４
４が示されており、ドットは、特定の時点における合焦ビーム又は照明スポットの位置を
示す。しかしながら、本発明は、渦巻状走査に限定されるものではない。
【００１３】
　示されるように、適切な走査光学要素の一例は、単一の片持ち光ファイバの自由端部で
ある。片持ち光ファイバの自由端部のために適したアクチュエータの一例は圧電管であり
、これを通して光ファイバが挿入される。他のアクチュエータ管を代わりに用いることも
できる。片持ち光ファイバの自由端部が走査の際に振動又は移動する間、片持ち光ファイ
バの遠位端又は先端部１３６から光を放射することができる。代替的には、別の例として
、走査ビーム装置は、鏡又は他の反射装置と、ビームを走査するように反射装置を移動さ
せる微小電子機械システム（ＭＥＭＳ）又は他のアクチュエータとを含むことができる。
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さらに他の走査ビーム装置は、ガルバノメータ、互いに対して移動する複数の光学要素等
、及びこれらの組み合わせを含むことができる。
【００１４】
　走査ビームシステムを用いて画像を生成することができる。画像の生成は、表面の画像
の取得を含むことができる。表面の画像の取得においては、走査ビーム装置は、走査の際
に任意のレンズシステムを通して、表面全体にわたってビーム又は照明スポットを走査す
ることができる。表面から後方散乱される光は、走査中の異なる時点で収集及び検出する
ことができる。画像は、画像における異なるピクセル又は他の位置を、走査中の対応する
異なる時点において検出された光で表わすことによって、生成することができる。
【００１５】
　後方散乱光を収集するための異なる方法が可能である。図示されるように、走査ビーム
装置からの後方散乱光を収集し、ベースステーションの１つ又はそれ以上の任意の光検出
器１１０に伝送するために、必要に応じて１つ又はそれ以上の光ファイバ又は他の後方散
乱光路１３０を含むこともできる。代替的には、走査ビーム装置は、後方散乱光を検出す
るために、必要に応じて、例えばその遠位先端部の近くに１つ又はそれ以上の光検出器を
含むことができる。これらの光検出器により検出される後方散乱光は、ベースステーショ
ンに返送することができる。
【００１６】
　図示されるように、ベースステーションは、画像生成ユニット１１２を含むことができ
る。画像生成ユニットは、検出光を表わす電気信号を受信することができる。画像生成ユ
ニットは、画像における異なるピクセル又は他の位置を、走査中の対応する異なる時点に
おいて検出された光で表わすことにより、表面の画像を生成することができる。ベースス
テーションは、必要に応じて、画像を表示するための表示装置１１４を含むことができる
。代替的には、表示装置は、ベースステーションと外部結合することができる。
【００１７】
　幾つかの場合においては、取得された画像は、画像ノイズ又は最適ではない画質を有す
る。様々な潜在的なノイズ源が存在する。一般には、一部のノイズは、システムにおける
種々の回路（例えば、アクチュエータドライバ、画像生成ユニット等のうちの１つ又はそ
れ以上を実装するのに用いられる回路）と関連する電気的ノイズによりもたらされること
がある。別の一般的なノイズ源は、ショットノイズである。ショットノイズは、光検出器
により検出された後方散乱光の光子の到達時間の統計的変動によるノイズを表わすことが
ある。これらは例示に過ぎない。本発明の実施形態によると、画質の向上に役立つように
画像ノイズを減少させることが可能である。
【００１８】
　説明を曖昧にしないように、単純化されたシステムが示され説明される。ベースステー
ションに含むことができる他の代表的な構成要素は、電源、ユーザインターフェース、メ
モリ等を含むが、これらに限定されるものではない。さらに、ベースステーションは、ク
ロック、増幅器、デジタル・アナログ変換器、アナログ・デジタル変換器等のサポート構
成要素を含むことができる。
【００１９】
　図２は、本発明の実施形態による、走査ファイバ装置２２０の特定の例の側断面図であ
る。この特定の走査ファイバ装置は、内視鏡又は他の比較的小型の装置として用いるのに
適切であるが、他の実装形態においては、設計及び／又は動作は大幅に異なってよい。
【００２０】
　走査ファイバ装置は、ハウジング２４６を含む。１つ又はそれ以上の実施形態において
は、ハウジングは、比較的小型であり、密封することができる。例えば、ハウジングは、
通常は管状であり、直径が約５ミリメートル（ｍｍ）又はそれより小さく、長さが約２０
ｍｍ又はそれより短いものとすることができる。幾つかの実施形態においては、直径は、
約１．５ｍｍ又はそれより小さく、長さは約１２ｍｍ又はそれより短いものとすることが
できる。ハウジングは、典型的には、１つ又は複数のレンズ２３８を含むことができる。
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適切なレンズの例として、Ｐｅｎｔａｘ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎにより製造されたレン
ズを含むが、必要に応じて他のレンズを用いることもできる。
【００２１】
　図示されるように、ビーム又は照明スポットからの後方散乱光を収集し、例えばベース
ステーションに配置される１つ又はそれ以上の光検出器に返送するために、必要に応じて
ハウジングの外周に１つ又はそれ以上の光ファイバ２３０を含むことができる。代替的に
は、走査ファイバ装置の遠位先端部に又はその付近に、１つ又はそれ以上の光検出器を含
むことができる。
【００２２】
　アクチュエータの１つの可能な種類である圧電管２３２は、ハウジング内に含まれる。
本発明の１つ又はそれ以上の実施形態において、圧電管は、ＰＺＴ　５Ａ材料を含むこと
ができるが、これは必ずしも必要とされない。適切な圧電管は、ニュージャージー州フェ
アフィールドのＭｏｒｇａｎ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｃｅｒａｍｉｃｓ　Ｓａｌｅｓ、カ
ナダ、オンタリオ州コリングウッドのＳｅｎｓｏｒ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｌｔｄ、及
びマサチューセッツ州オーバーンのＰＩ（Ｐｈｙｓｉｋ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｅ）Ｌ．
Ｐ．を含むがこれらに限定されない幾つかの企業から市販されている。圧電管は、きつく
嵌まった取り付けカラー２４８のほぼ円筒形の開口部を通して挿入することができる。取
り付けカラーを用いて、圧電管をハウジングに取り付けることができる。他の構成も可能
である。
【００２３】
　光ファイバ２２８の一部は、圧電管におけるほぼ円筒形の開口部を通して挿入される。
片持ち光ファイバの自由端部分２３４は、ハウジング内の圧電管の端部を越えて延び、例
えば接着剤により、圧電管の端部に取り付けることができる。他の構成も可能である。片
持ち光ファイバは可撓性であり、圧電管により作動させることができる。破線は、移動中
の片持ち光ファイバの別の位置を示すために用いられる。
【００２４】
　圧電管は、その上に電極２５０を有する。ワイヤ又は他の導電性経路２２４が電極と電
気的に結合され、アクチュエータ駆動信号を電極に伝送する。図示されるように、本発明
の１つの例示的な実施形態においては、圧電管は、その外面に４つの金属象限電極を有す
ることができる。４つの導電性経路のそれぞれは、４つの電極にはんだ付けされてもよい
し、別の方法で４つの電極と電気的に結合されてもよい。１つ又はそれ以上の実施形態に
おいては、任意の接地電極を圧電管の内面上に含むことができる。
【００２５】
　アクチュエータ駆動信号を受信したことに応答して、電極は、電界を圧電管に加えるこ
とができる。電界によって、圧電管が光ファイバを作動させることができる。４つの象限
電極は、又は２つの電極だけでも、片持ち光ファイバを二次元走査で移動させることが可
能である。一例として、片持ち光ファイバを渦巻状走査で移動させるために、周波数が等
しく、振幅が増大する、位相がずれた正弦波のアクチュエータ駆動信号を、電極に印加す
ることができる。
【００２６】
　図３は、本発明の実施形態による、片持ち光ファイバを渦巻状走査３４４で走査するた
めに、図２に示される走査ファイバ装置と同様な走査ファイバ装置の電極に印加されるよ
うに機能する、例示的な一組のアクチュエータ駆動信号３２３、３２５を示す。
【００２７】
　一組の駆動信号は、垂直アクチュエータ駆動信号３２３と水平アクチュエータ駆動信号
３２５とを含む。アクチュエータ駆動信号は、正弦波であり、ピークが繰り返されるパタ
ーンを有する。単位時間当たりのピークの数が、信号の周波数である。図示されるアクチ
ュエータ駆動信号は、等しくかつ一定の周波数を有する。
【００２８】
　ピークの高さは、アクチュエータ駆動信号の振幅である。振幅は、アクチュエータ駆動
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信号の電圧に対応する。アクチュエータ駆動信号の振幅は、時間とともに増大することに
留意されたい。渦巻状走査の直径は、アクチュエータ駆動信号の振幅が増大するのに伴っ
て大きくなる。最大直径は、一般に、最大振幅に相当する。
【００２９】
　一例として、垂直アクチュエータ駆動信号は（ｙ＝ａ１（ｔ）ｓｉｎ（ｗｔ＋θ））、
水平アクチュエータ駆動信号は（ｚ＝ａ２（ｔ）ｃｏｓ（ｗｔ））とすることができ、こ
こでａ１（ｔ）及びａ２（ｔ）は、時間の関数として潜在的に変化する可能性のある異な
る振幅又は電圧であり、ｗは２πｆであり、ｆは周波数であり、ｔは時間であり、θは位
相シフトである。典型的には、水平及び垂直アクチュエータ駆動信号は、サイン及びコサ
インであるため約９０°位相がずれている。実際のシステムにおいては、位相の差が９０
°の位相ずれではない場合があり、この差は位相シフトθで調整することができる。
【００３０】
　１つ又はそれ以上の実施形態においては、アクチュエータ駆動信号の周波数及び／又は
片持ち光ファイバの作動周波数は、共振周波数付近における片持ち光ファイバのゲイン特
性に基づくものとすることができる。図４は、第１の共振モードで動作する際の共振周波
数付近における片持ち光ファイバの例示的なゲイン特性のグラフである。片持ち光ファイ
バの振動数が水平軸上にプロットされ、片持ち光ファイバの自由遠位端の変位すなわちた
わみが垂直軸上にプロットされる。
【００３１】
　変位は、機械共振周波数又は振動共振周波数の付近で増大し、ここでピークになる。こ
れは、片持ち光ファイバの共振周波数付近においてゲインが増大するためである。図にお
いては、変位は、周波数に対して相対的なガウス依存を有し、共振周波数で最大の変位が
生じる。実際上は、こうしたガウス依存から大きく逸脱する場合がある。
【００３２】
　光ファイバは種々の周波数で振動させることが可能であるが、１つ又はそれ以上の実施
形態においては、光ファイバは、共振周波数で若しくはその近く、例えば共振周波数のＱ
因子内で、又は、共振周波数の高調波で若しくはその近くで、光ファイバを振動させるこ
とができる。既知のように、Ｑ因子は、共振ゲイン曲線の幅に対するその曲線の高さの比
率である。共振周波数近くでゲインが増大するために、共振周波数又はその近くで光ファ
イバを振動させることは、所与の変位を実現するため又は所与の走査を行うために必要な
エネルギー量又はアクチュエータ駆動信号の大きさを減少させるのに役立つことになる。
【００３３】
　既知のように、速度は、移動の速さ、すなわち、時間変化当たりの位置変化である。本
発明の実施形態において、光のビームは、変速度で表面全体にわたって走査することがで
きる。例えば、片持ち光ファイバの単位時間当たりの回転数（すなわち周波数）が一定で
ある場合には、片持ち光ファイバの速度は、（１回転当たりに移動する「円周」がより大
きい）渦巻の外径の方向より、（１回転当たりに移動する「円周」がより小さい）渦巻の
中心付近で、著しく小さいことになる。すなわち、ファイバ及び／又はビームの速度は、
渦巻状走査の中心から距離が大きくなるのに伴って増加することになる。図３のアクチュ
エータ駆動信号は一定の周波数を有していたことを思い出されたい。
【００３４】
　さらに、本発明の１つ又はそれ以上の実施形態においては、表面から後方散乱された光
は、実質的に一定の割合でサンプリング及び検出することができる。後方散乱光が実質的
に一定の割合で検出される場合には、後方散乱光は、高速走査部分（例えば、渦巻の外径
の方向）より低速走査部分（例えば、渦巻の中心付近）において、単位長さ当たり著しく
多くの点で検出することができる。
【００３５】
　図５は、本発明の実施形態による、片持ち光ファイバが変速度（例えば、一定の周波数
）で走査され、後方散乱光が実質的に一定の割合でサンプリングされた場合に、渦巻状走
査の中心付近でオーバーサンプリングが生じる場合があることを概念的に示す。図におい
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て、ドットは、均等に間隔が空いた時点において、後方散乱光がサンプリング又は検出さ
れた位置を概念的に表すのに用いられる。渦巻の外径の方向より中心付近において、渦巻
の単位長さ当たり、より多くのドット又はサンプリング位置があることに留意されたい。
図を簡単にするために、幾つかのドットのみを図示して概念を示している。実際上は、中
心又は中心付近における単位長さ当たりのサンプリング位置の数は、外径における単位長
さ当たりのサンプリング位置の数の数十倍又は数百倍であるが、これは、サンプリングレ
ート、渦巻のサイズ、及び／又は他の要因によって決まるものとすることができる。
【００３６】
　幾つかの場合においては、後方散乱光が検出されるサンプリングレートは、最速の走査
部分の間に所望の画像解像度が得られるように選択することができる。従って、最速の走
査部分（例えば、渦巻の最大直径）においては、光が検出される位置又は時点の各々は、
画像のピクセル又は他の個別の位置と１対１対応を持つことができる。対照的に、より低
速の走査部分（例えば、渦巻の中心付近）においては、光が検出される複数の異なる位置
又は時点のグループは、画像の同じピクセルに対応することがある。画像解像度の高さは
、単純に、より低速の走査部分の間に光が検出されたオーバーサンプリング位置又は時点
の全てを表すのに十分ではないことがある。従って、光が検出される位置又は点の間には
、１対１関係ではなく、複数対１又は多数対１の関係が存在することがある。換言すれば
、光が検出された位置又は点のグループが同じピクセルに対応する場合がある。
【００３７】
　１つの手法において、これらのオーバーサンプリングされた点又は位置は、その各々を
画像に表すことができないため、単に廃棄されることがある。しかしながら、これらのオ
ーバーサンプリングされた点又は位置の全てを廃棄することにより、測定情報が本質的に
無駄になる。さらに、個々に取られた点又は位置の各々は、一定量の不正確さ又はノイズ
を有する傾向がある。前に説明されたように、こうした不正確さ又はノイズは、走査ビー
ムシステムで取得される画質を低下させる傾向がある。
【００３８】
　図６は、本発明の実施形態による、走査ビーム装置により取得された画質を改善する方
法６６０のブロックフロー図である。本方法は、検出された光の余分な点又はオーバーサ
ンプリングされた点を使用してノイズ及びエイリアシングを減少させることにより、画質
の改善を可能にする。
【００３９】
　本方法は、ブロック６６１において、走査表面全体にわたって変速度で光のビームを走
査するステップを含む。これは、前述されたように行うことができる。
【００４０】
　ブロック６６２において、表面から反射又は後方散乱された光は、走査中の異なる時点
で検出することができる。これは、前述されたように行うことができる。本明細書に用い
られるときには、後方散乱光の検出は、必ずしも後方散乱されたわけではない周辺光又は
他の光が後方散乱光と共に検出光に含まれることがある可能性を含むことを意図するが、
こうした周辺光の量は一般に比較的小さいものである。
【００４１】
　１つ又はそれ以上の実施形態においては、光は、走査全体を通して実質的に一定の割合
で検出することができるが、これは必ずしも必要とされるものではない。本明細書に用い
られるときには、「実質的に一定の割合で」検出されるとは、変化が１０％未満の割合で
検出されることを意味する。多くの場合、割合の変化は５％未満である。こうした場合、
光は、画像のより高速の領域よりも、画像のより低速の領域において、画像の単位領域当
たり、より多くの点又は位置で検出することができる。
【００４２】
　ブロック６６４において、各々が表面の画像における異なる位置に対応する検出光のグ
ループのノイズ減少表現を生成することができる。このグループのノイズ減少表現は、ノ
イズがない場合には、グループ内の検出光の個々のどの値よりも、検出光の実際の値又は
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真の値を表わす可能性がより高いものとすることができる。
【００４３】
　本発明の実施形態においては、ノイズ減少表現は、複数の異なるサイズを有するグルー
プについて生成することができる。すなわち、グループは、異なる数の時点で検出された
光を有することができる。本明細書で用いられるときには、「グループ」は、走査中の２
又はそれ以上の異なる時点で検出された光を含む。幾つかの場合においては、グループは
、１０、１００、又はそれ以上の異なる時点で検出された光を含むことがある。
【００４４】
　本発明の実施形態においては、ビームが変速度で走査されたとき、及び光が実質的に一
定の割合で検出されたときには、速度が相対的に低速の場合は相対的に大きいグループに
ついてノイズ減少表現を生成することができるが、速度が相対的に高速の場合は相対的に
小さいグループについてノイズ減少表現を生成することができる。例えば、渦巻状走査の
場合においては、相対的に大きいグループは、渦巻の中心方向の（例えば、較正によって
ビームが存在すると予測される又は定められる）同じピクセル又は画像位置に対応するこ
とができるが、相対的に小さいグループは、渦巻の外周方向の同じピクセル又は画像位置
に対応することができる。別の例として、ラスタ走査の場合においては、相対的に大きい
グループは、より低速であるラスタ走査の外縁方向の同じピクセルに対応することができ
るが、相対的に小さいグループは、より高速であるラスタ走査の中心方向の同じピクセル
に対応することができる。
【００４５】
　別の例として、本発明の１つ又はそれ以上の実施形態においては、相対的に大きいグル
ープは、走査の際に相対的により頻繁に横切られるピクセルに対応することができるが、
相対的に小さいグループは、あまり頻繁に横切られないピクセルに対応することができる
。例えば、プロペラ走査においては、ビームは、各ループにおいて中心を２度通過し、走
査中に複数又は多数のループが存在する場合がある。その結果、中心付近のピクセル上を
ビームが複数回横切る又は通ることになる。一般に、ピクセルが中心に近ければ近いほど
、走査の際にビームはより頻繁にピクセル上を通る。従って、こうしたプロペラ走査にお
いては、相対的に大きいグループは、頻繁に通過される中心付近のピクセルに対応するこ
とができ、相対的に小さいグループは、あまり頻繁に通過されない中心から離れたピクセ
ルに対応することができる。ビームは、走査の末端の方向より走査の中心付近でより速く
移動することにも留意されたい。従って、幾つかの場合においては、中心付近の同じ点の
上をビームが複数回通過するという事実は、結果的に、相対的に大きいグループが走査の
相対的に高速の部分における同じピクセルに対応するが、相対的に小さいグループは走査
の相対的に低速の部分における同じピクセルに対応することになる。
【００４６】
　ブロック６６４において、表面の画像は、画像における異なるピクセル又は他の位置を
対応するグループのノイズ減少表現で表わすことにより、生成することができる。１つ又
はそれ以上の実施形態においては、異なるグループのノイズ減少表現は、それぞれのグル
ープについてビームの予測される又は理想的なピクセル又は位置に配置されるか、そのピ
クセル又は位置において表わすことができる。代替的に、画像の歪みの減少に役立つよう
に、１つ又はそれ以上の実施形態においては、異なるグループのノイズ減少表現は、それ
ぞれのグループについて較正されたピクセル又は位置に配置されるか、そのピクセル又は
位置において表わすことができる。後者の手法についてのさらなる詳細は、Ｒｉｃｈａｒ
ｄ　Ｓ．Ｊｏｎｓｔｏｎによる「ＲＥＭＡＰＰＩＮＧ　ＭＥＴＨＯＤＳ　ＴＯ　ＲＥＤＵ
ＣＥ　ＤＩＳＴＯＲＴＩＯＮＳ　ＩＮ　ＩＭＡＧＥＳ」という表題の米国特許出願２００
６００７２８４３号に説明される。
【００４７】
　特定の方法が説明されたが、本発明の範囲は、この特定の方法に限定されるものではな
い。特定の操作を本方法に加える及び／又は本方法から除くことができ、及び／又は、特
定の操作を必要に応じて異なる順番で及び／又は少なくとも部分的に同時に実行すること
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ができる。例えば、画像を最後に生成するのではなく、走査全体にわたって検出光がフィ
ルタ処理されたときに画像を生成することができる。多数の修正及び適応を本方法に行う
ことができ、またこれが想定される。
【００４８】
　ここで、ノイズ減少表現を生成するための異なる可能な方法がある。本発明の１つ又は
それ以上の実施形態においては、グループの各々に対して、単一の値を計算、算出、処理
、又は別の方法により生成することができる。単一の値は、各々の対応するグループ内の
潜在的に等しくない検出光の値を「集約する」ことができる。潜在的に等しくない値を「
集約する」ことは、値の中のノイズ又は差を重視しない又は減少させながら、潜在的に等
しくない値の中で共通するものの一般的な重要性を表現する、又は、共通するものを明ら
かにすることができる。単一の値は、ソフトウェア（例えば、命令）、ハードウェア（例
えば、回路）、ファームウェア（例えば、ハードウェア上に埋め込まれたソフトウェア）
、又はこれらの組み合わせにおいて算出するか又は別の方法により生成することができる
。
【００４９】
　グループ内の潜在的に等しくない値のグループを集約し、そのグループ内のノイズを減
少させる適切な単一の値の一例は、算術平均である。算術平均は、時には、単に平均又は
平均値と呼ばれる。算術平均又は平均値は、グループ内の検出光の幾つかの値を互いに加
算し、この合計を、互いに加算した値の数で除算することにより、生成することができる
。最初に加算を行い、次に除算を行ってもよいし、又は代替的に、最初に各値に対して除
算を行い、次に加算を行ってもよい。
【００５０】
　一般に、ノイズはあるが有限の測定値が与えられると、測定値に系統誤差又はバイアス
がないのであれば、変数の測定値の数が大きくなればなるほど、算術平均又は平均値は、
変数の真の値をより良好に推定する。換言すれば、平均値は、相対的に大きいグループに
ついてはノイズを相対的に多く減少させることが可能である一方、相対的に小さいグルー
プについては、ノイズの減少が相対的に少ない。すなわち、画像の異なる領域又は部分に
対して、異なる量の平均化又はノイズ減少を行うことができる。
【００５１】
　しかしながら、算術平均又は平均値の使用は必ずしも必要とされない。好適な多数の異
なる種類の集約基準がある。潜在的に異なる値のグループを集約し、そのグループ内のノ
イズを減少させる好適な単一の値の他の例は、重み付け平均値、移動平均値、他の種類の
平均値、他の種類の平均、中央値、極値間の中間点、相対的に中央の点、中間値、モード
等、及びこれらの組み合わせを含むが、これらに限定されない。これらは幾つかの例示に
過ぎない。他の例が当業者には明らかであり、本開示の利点を有する。
【００５２】
　本発明の実施形態による、各々のグループ内の検出光のノイズ減少表現を生成するため
の別の手法は、各々のグループ内の検出光をフィルタ処理することを含むことができる。
ノイズは、多くの場合、信号スペクトルの相対的に高い周波数範囲、すなわち対象となる
基本の測定値より高い周波数にある。従って、これらの高い又は最も高い周波数をフィル
タ処理又は除去することにより、ノイズの減少に役立つ場合がある。
【００５３】
　本発明の１つ又はそれ以上の実施形態においては、各々のグループ内の検出光は、低域
通過フィルタを通過させることができる。低域通過フィルタは、入力された検出光のサン
プルのうちカットオフ周波数より下の周波数を通し、入力された検出光のサンプルのうち
カットオフ周波数より上の周波数を減衰させる（すなわち、除去する又は少なくとも減少
させる）ように機能することができる。従って、こうした低域通過フィルタは、これらの
相対的に高い周波数を減少又は減衰させる一方で、より低い周波数を通すことにより、ノ
イズの減少に役立つ場合がある。１つ又はそれ以上の実施形態においては、カットオフ周
波数は、データ回線速度又はピクセル横断速度に基づくものとすることができる。
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【００５４】
　図７は、本発明の１つ又はそれ以上の実施形態による、低域通過フィルタの例示的な周
波数応答特性を示すボード線図である。対数目盛の水平軸上に周波数がプロットされ、垂
直軸上にゲインがプロットされる。
【００５５】
　カットオフ周波数が示される。本プロットは、カットオフ周波数より下の周波数につい
ては実質的に水平の線を有する。これは、低域通過フィルタが、カットオフ周波数より低
い入力周波数を通すことを示す。本プロットは、カットオフ周波数より上の周波数に対し
ては、斜め下向きの線を有する。これは、低域通過フィルタが、カットオフ周波数より高
い入力周波数を減少又は減衰させることを示す。
【００５６】
　多数の種類の好適な低域通過フィルタがある。好適な種類の低域通過フィルタの例は、
平均化フィルタ、移動平均フィルタ、重み付け移動平均フィルタ、指数関数的重み付け移
動平均フィルタ（一次低域通過フィルタとしても知られる）、二次低域通過フィルタ、三
次低域通過フィルタ、三次より高い低域通過フィルタ、バターワースフィルタ、チェビシ
ェフフィルタ、ベッセルフィルタ、ガウスフィルタ、ブラックマンフィルタ、楕円フィル
タ、等リップルフィルタ、有限インパルス応答（ＦＩＲ）フィルタ、及び無限インパルス
応答（ＩＩＲ）フィルタを含むが、これらに限定されるものではない。これらのフィルタ
の多くは、入力データの何らかの平均化を効率的に行って、出力を生成する。
【００５７】
　本発明の１つ又はそれ以上の実施形態においては、低域通過フィルタは、可変カットオ
フ低域通過フィルタを含むことができる。本発明の１つ又はそれ以上の実施形態において
は、カットオフ周波数は、少なくとも部分的に、フィルタ処理された単一の出力値を生成
するのに用いられる検出光の点又は位置の数に基づいて、変更することができる。一般に
、点又は位置の数が多いほど、より低いカットオフ周波数が可能になる。一例として、カ
ットオフ周波数は、時間に関して相対的に多い点又は位置で検出された光を含むグループ
について減少させることができ、カットオフ周波数は、時間に関して相対的に少ない点又
は位置で検出された光を含むグループについて増加させることができる。時間に関して相
対的に多くの点又は位置により、より高いノイズ周波数をさらに除去することによって相
対的により多くのノイズ減少を可能にする。
【００５８】
　変速度走査の場合には、カットオフ周波数は、走査の低速領域又は他の部分の間で減少
させることが可能であり、一方、カットオフ周波数は、走査の高速領域又は他の部分の間
で増加させることが可能である。一例として、渦巻状走査の特定の場合において、カット
オフ周波数は、渦巻状走査の中心に向かって減少するか又は相対的に低くなることがあり
、渦巻状走査の直径が大きくなるのに伴って増加するか又は相対的に高くなることがある
。カットオフ周波数は、画像の位置に部分的に依存することがあることに留意されたい。
【００５９】
　しかしながら、低域通過フィルタの使用は必ずしも必要とされるものではない。例えば
、帯域通過フィルタ等の他の種類のフィルタを必要に応じて用いることができる。既知の
ように、帯域通過フィルタは、測定値がある対象となる帯域通過周波数の範囲より低い周
波数と高い周波数の両方を減衰させることが可能である。
【００６０】
　ある時点からは、平均化されるか、フィルタ処理されるか、又はその他の方法でノイズ
減少表現を生成するのに用いられる検出光の点又は位置の数をさらに増加させても、ノイ
ズをさらに減少させること又は変数の真の値の推定をさらに改善することにはほとんど効
果がないことがある。しかしながら、一般には、点又は位置の数を増加させ続けることに
より、メモリ、処理、エネルギー、時間、又はノイズ減少表現を生成するのに用いられる
他のリソースの量は、増大する。従って、１つ又はそれ以上の実施形態においては、検出
光のグループのノイズ減少表現は、グループ内の検出光の（全てよりは少ない）サブセッ
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トのみに基づくものとすることができる。例えば、グループ内に１００又はそれ以上の検
出光の点又は位置が潜在的にあり得るとしても、種々の実施形態においては、グループ内
の約２、４、８、１６、３２、６４又は他の何らかの所定数の検出光の点又は位置を用い
て、グループについてのノイズ減少表現を生成することができる。数は、２の倍数である
必要はないが、これにより、実施を単純化することができる可能性がある。１つの態様に
おいては、用いられる点又は位置は、グループ内で時間的に最初の点又は位置とすること
ができる。別の態様においては、用いられる点又は位置は、グループ内で時間的に最後の
点又は位置とすることができる。さらに別の態様においては、用いられる点又は位置は、
グループ内の点又は位置の数全体にわたって概ね等しい間隔のものとすることができる。
さらに別の態様においては、用いられる点又は位置は、ノイズ減少表現を表すことになる
画像のピクセル又は位置に最も近いものとすることができる。代替的には、必要に応じて
全ての点又は位置を任意に用いることができる。他の手法もまた可能である。
【００６１】
　図８は、本発明の実施形態によるベースステーション８０２のブロック図である。ベー
スステーションは、走査ビーム装置を結合することを可能にするインターフェース８０８
を含む。ベースステーションは、さらに、インターフェースを通して走査ビーム装置に光
を与えるために、インターフェースに光学的に結合された光源８０４を含む。ベースステ
ーションはさらに、インターフェースを通して走査ビーム装置にアクチュエータ駆動信号
を与えるために、インターフェースと電気的に結合されたアクチュエータドライバ８０６
を含む。これらの構成要素は、実質的に、本明細書の他の場所で前述されたものである。
【００６２】
　ベースステーションは、ノイズ減少ユニット８８０を含む。ノイズ減少ユニットは、走
査ビーム装置による表面全体にわたる光ビームの走査中の異なる時点で検出された光のグ
ループのノイズ減少表現を生成することができる。
【００６３】
　ノイズ減少ユニットは、ハードウェア（例えば、ＦＰＧＡ又は他の回路）、ソフトウェ
ア（例えば、機械可読媒体上の命令）、ファームウェア、又はハードウェア、ソフトウェ
ア、及びファームウェアのうちの２つ又はそれ以上の組み合わせとして実装することがで
きる。前述のように、本発明の１つ又はそれ以上の実施形態においては、ノイズ減少ユニ
ットは、フィルタを含むことができる。一般に、フィルタは、ハードウェアの電気的フィ
ルタである。デジタルフィルタ及びアナログフィルタのいずれも適しているが、デジタル
フィルタは、実装するにはより実用的である傾向があり、従って、可変カットオフフィル
タの場合には特に好まれることが多い。ベースステーションはさらに、アナログ・デジタ
ル変換器（ＡＤＣ）を含むことができる。デジタルフィルタは、ＡＤＣの出力と画像生成
ユニットの入力との間に結合することができる。アナログフィルタは、光検出器の出力と
ＡＤＣの入力との間に結合することができる。代替的に、フィルタは、必要に応じてソフ
トウェアとして実装することができる。
【００６４】
　図示されるように、１つ又はそれ以上の実施形態において、ベースステーションは、イ
ンターフェースとノイズ減少ユニットとの間に光学的に結合された１つ又はそれ以上の任
意の光検出器８１０を含むことができる。ノイズ減少ユニットは、走査中に異なる点又は
位置で検出される光を受け取るように、光検出器に結合するか、そうでなければ光検出器
と通信することができる。代替的には、前述のように、必要に応じて光検出器を走査ビー
ム装置又は他の場所に含むことができる。この場合には、ノイズ減少ユニットは、走査中
に異なる点又は位置で検出される光を表わす信号をインターフェースから受信するように
、インターフェースに電気的に結合するか、そうでなければ光検出器と通信することがで
きる。
【００６５】
　再び図を参照すると、ベースステーションはさらに、画像生成ユニット８１２を含む。
画像生成ユニットは、画像の異なる位置を対応するグループのノイズ減少表現で表わすこ
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とにより、表面の画像を生成することができる。
【００６６】
　図示されるように、本発明の１つ又はそれ以上の実施形態において、ベースステーショ
ンは、任意の画像位置較正ユニット８８２を含むことができる。画像位置較正ユニットは
、検出光のそれぞれのグループについて較正されたピクセル又は位置を与えるように、画
像生成ユニットと結合するか、そうでなければ画像生成ユニットと通信することができる
。画像位置較正ユニットは、ノイズ減少ユニットと結合するか、そうでなければノイズ減
少ユニットと通信することもできる。画像位置較正ユニットは、ハードウェア、ソフトウ
ェア、ファームウェア、又はこれらの組み合わせとして実装することができる。
【００６７】
　図示されるように、ベースステーションは、任意の表示装置８１４を含むことができる
。代替的には、外部表示装置を必要に応じてベースステーションと接続又は結合すること
ができる。表示装置は、画像生成ユニットから生成された画像を受信して表示するために
結合又は通信することができる。
【００６８】
　図示されるベースステーションにおいては、例示の目的で構成要素は別々に示されてい
るが、これらの構成要素の２つ又はそれ以上を必要に応じて同じ回路又は他のユニット内
で組み合わせてもよいことが理解される。例えば、ノイズ減少ユニットは、必要に応じて
、アクチュエータドライバの一部及び／又は画像生成ユニットの一部と組み合わせてもよ
い。
【００６９】
　上の説明においては、説明のために、本発明の実施形態の全体的な理解をもたらすよう
に、多くの特定の詳細が述べられた。しかしながら、これらの特定の詳細の幾つかを用い
ずに、１つ又はそれ以上の他の実施形態を実施できることを理解されたい。説明された特
定の実施形態は、本発明を制限するのではなく、これを示すために与えられる。さらに、
例えば、本実施形態の構成要素のサイズ、形状、構成、形態、機能、材料、動作の方法、
並びに、組み立て及び用途といった、本明細書に開示される実施形態には、修正を行うこ
とができることを理解されたい。図面に示されるもの及び／又は明細書に説明されるもの
に対する全ての均等な関係は、本発明の実施形態の中に含まれる。本発明の範囲は、上述
の特定の例によってではなく、特許請求の範囲によってのみ定められる。
【００７０】
　他の場合においては、説明の理解を曖昧にしないように、周知の回路、構造、装置、及
び動作は、ブロック図の形態ですなわち詳細なしで示される。適切であると考えられる場
合は、参照番号の末尾部分は、必要に応じて同様の特性を有することがある対応する構成
要素又は類似する構成要素を示すために、図の間で繰り返されている。
【００７１】
　本発明の１つ又はそれ以上の実施形態は、機械アクセス可能媒体及び／又は機械可読媒
体を含むことができるプログラム製品又は他の製品として提供することができる。この媒
体は、機械により実行された場合に、本明細書に開示される動作又は方法の１つ又はそれ
以上を結果的に実行する及び／又は実行するようにさせることが可能な命令を格納するこ
とができる。好適な機械は、幾つかの例を挙げると、回路、プロセッサ、ベースステーシ
ョン、内視鏡ベースステーション、走査ビームシステム、医療装置、及び命令を実行する
ことができる他の機械を含むが、これらに限定されるものではない。
【００７２】
　媒体は、機械によりアクセス可能な形態で情報を提供する、例えば格納する、機構を含
むことができる。例えば、媒体は、必要に応じて、光学的記憶媒体、光学ディスク、ＣＤ
－ＲＯＭ、磁気ディスク、光磁気ディスク、読み出し専用メモリ（ＲＯＭ）、プログラム
可能ＲＯＭ（ＰＲＯＭ）、消去可能及びプログラム可能ＲＯＭ（ＥＰＲＯＭ）、電気的消
去可能及びプログラム可能ＲＯＭ（ＥＥＰＲＯＭ）、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）
、静的ＲＡＭ（ＳＲＡＭ）、動的ＲＡＭ（ＤＲＡＭ）、Ｆｌａｓｈメモリ、及びこれらの
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組み合わせといった追記可能媒体及び／又は追記不可能媒体を含むことができる。
【００７３】
　明確にするために、特許請求の範囲においては、特定の機能を実行する「ための手段」
又は特定の機能を実行する「ためのステップ」を明示していない全ての要素は、３５　Ｕ
．Ｓ．Ｃ．Ｓｅｃｔｉｏｎ１１２，Ｐａｒａｇｒａｐｈ６に規定される「手段」又は「ス
テップ」条項として解釈されるべきではない。
【００７４】
　さらに、本明細書を通して、例えば「１つの実施形態」、「実施形態」又は「１つ又は
それ以上の実施形態」というときには、特定の特徴が本発明の実施に含まれる場合がある
ことを意味するものとして理解されるべきである。同様に、本説明においては、種々の特
性は、開示を簡素化して種々の発明の態様の理解に役立つように、単一の実施形態、図、
又はその説明において一緒にされる場合があることが理解されるべきである。しかしなが
ら、開示の方法は、本発明が各々の請求項に明示的に列挙される特徴より多くの特徴を必
要とする意図を反映するものとして解釈されるべきではない。むしろ、特許請求の範囲に
より反映されるように、本発明の態様は、単一の開示される実施形態の全ての特徴より少
ない特徴にある場合がある。従って、詳細な説明に続く特許請求の範囲は、この詳細な説
明に明示的に組み入れられ、各々の請求項は、それ自体が本発明の別個の実施形態として
独立している。
【符号の説明】
【００７５】
１００：走査ビームシステム
１０２：ベースステーション
１０４：光源
１０６：アクチュエータドライバ
１０８：インターフェース
１１０：光検出器
１１２：画像生成ユニット
１２０：走査ビーム装置
１２２：接続器又は結合器
１２４：アクチュエータ駆動信号経路
１２６：ケーブル
１２８：光路
１３０：後方散乱光路
１３２：アクチュエータ
１３４：走査光学要素
１３６：片持ち光ファイバの遠位端又は先端部
１３８：レンズ
１４０：ビーム
１４２：表面
１４４：渦巻状走査
２２０：走査ファイバ装置
２２４：導電性経路
２２８：光ファイバ
２４６：ハウジング
２４８：取り付けカラー
２５０：電極
２３２：圧電管
２３４：片持ち光ファイバの自由端部分
２３０：光ファイバ
２３８：レンズ
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３２３：垂直アクチュエータ駆動信号
３２５：水平アクチュエータ駆動信号
３４４：渦巻状走査
８０２：ベースステーション
８０４：光源
８０６：アクチュエータドライバ
８０８：インターフェース
８１０：光検出器
８１２：画像生成ユニット
８１４：表示装置
８８０：ノイズ減少ユニット
８８２：画像位置較正ユニット

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【手続補正書】
【提出日】平成22年8月2日(2010.8.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　変速度での走査により表面全体にわたって光ビームを走査するステップと、
　前記走査中の異なる時点で前記表面から後方散乱された光を検出するステップと、
　各々が前記表面の画像における異なる位置に対応する前記検出光のグループのノイズ減
少表現を、複数の異なるサイズを有するグループについて生成するステップと、
　前記画像における前記異なる位置を前記対応するグループの前記ノイズ減少表現で表わ
すことにより、前記表面の前記画像を生成するステップと
を含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記グループの前記ノイズ減少表現を生成するステップは、各グループ内の前記検出光
をフィルタ処理するステップを含み、前記フィルタ処理するステップは、カットオフ周波
数より上の周波数を減少させるステップを含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記カットオフ周波数を変更するステップをさらに含むことを特徴とする請求項２に記
載の方法。
【請求項４】
　前記カットオフ周波数を変更するステップは、少なくとも部分的に前記グループの前記
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サイズに基づいて、前記カットオフ周波数を変更するステップを含むことを特徴とする請
求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記カットオフ周波数を変更するステップは、
　相対的に多くの時点で検出された光を含むグループについて前記カットオフ周波数を減
少させ、
　相対的に少ない時点で検出された光を含むグループについて前記カットオフ周波数を増
加させる
ステップを含むことを特徴とする請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記ノイズ減少表現は、前記速度が相対的に低速であるときは相対的に大きいグループ
について生成され、前記速度が相対的に高速であるときは相対的に小さいグループについ
て生成されることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記走査するステップは、渦巻状走査により前記表面全体にわたって前記光ビームを走
査するステップを含み、前記速度は、前記渦巻状走査の中心から距離が大きくなるのに伴
って増加し、前記ノイズ減少表現を生成するステップは、前記渦巻状走査の前記中心に近
付くほどノイズを相対的に多く減少させ、前記渦巻状走査の前記中心から遠くなるほどノ
イズを相対的に少なく減少させるステップを含むことを特徴とする請求項６に記載の方法
。
【請求項８】
　走査ビーム装置を結合することを可能にするインターフェースと、
　前記インターフェースを通して前記走査ビーム装置に光を与えるために、前記インター
フェースと光学的に結合された光源と、
　変速度での走査により表面全体にわたって前記走査ビーム装置に光ビームを走査させる
ように機能するアクチュエータ駆動信号を、前記インターフェースを通して前記走査ビー
ム装置に与えるために、前記インターフェースと電気的に結合されたアクチュエータドラ
イバと、
　前記走査中の異なる時点で検出された光のグループのノイズ減少表現を生成するための
ノイズ減少ユニットであって、複数の異なるサイズを有するグループのノイズ減少表現を
生成する、ノイズ減少ユニットと、
　前記画像における異なる位置を対応するグループのノイズ減少表現で表わすことにより
、前記表面の画像を生成するための画像生成ユニットと
を含むことを特徴とする装置。
【請求項９】
　前記ノイズ減少ユニットはフィルタを含むことを特徴とする請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　前記フィルタは可変カットオフを含むことを特徴とする請求項９に記載の装置。
【請求項１１】
　前記カットオフはグループのサイズの増加に伴って減少することを特徴とする請求項１
０に記載の装置。
【請求項１２】
　変速度での走査により表面全体にわたって光ビームを走査するステップと、
　前記走査中の異なる時点で前記表面から後方散乱された光を、実質的に一定の割合で検
出するステップと、
　各々が前記表面の画像における異なる位置に対応する前記検出光の複数の異なるサイズ
のグループの各々を平均化するステップと、
　前記画像における各々の異なる位置を前記対応するグループの平均で表わすことにより
、前記表面の前記画像を生成するステップと
を含むことを特徴とする方法。
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【請求項１３】
　変速度での走査により表面全体にわたって光ビームを走査するステップと、
　前記走査中の異なる時点で前記表面から後方散乱された光を、実質的に一定の割合で検
出するステップと、
　前記検出後方散乱光に対して、カットオフ周波数より上の周波数を減少させることを含
むフィルタ処理を行うステップと、
　フィルタ処理された前記表面の画像における所与の位置に対応する前記検出後方散乱光
の点の数に少なくとも部分的に基づいて、前記カットオフ周波数を変更するステップと、
　前記画像における異なる位置を前記対応するフィルタ処理後の検出後方散乱光で表わす
ことにより、前記表面の前記画像を生成するステップと
を含むことを特徴とする方法。
【請求項１４】
　渦巻状走査の中心から距離が大きくなるのに伴って速度が増加する変速度での渦巻状走
査により、表面全体にわたって光ビームを走査するステップと、
　前記走査中の異なる時点で前記表面から後方散乱された光を検出するステップと、
　各々が前記表面の画像における異なる位置に対応する前記検出光のグループを可変カッ
トオフフィルタでフィルタ処理することにより、前記グループのノイズ減少表現を生成す
るステップであって、前記グループのサイズは前記渦巻状走査の中心からの距離が大きく
なるのに伴って減少し、前記フィルタのカットオフは前記渦巻状走査の中心からの距離が
大きくなるのに伴って増加し、ノイズ減少の量は前記渦巻状走査の中心からの距離が大き
くなるのに伴って減少する、ステップと、
　前記画像における異なる位置を前記対応するグループの前記ノイズ減少表現で表わすこ
とにより、前記表面の前記画像を生成するステップと
を含むことを特徴とする方法。
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摘要(译)

公开了一种用于降低由扫描光束设备获取的图像中的噪声的方法和设
备。示例性方法可包括通过以一定速度扫描在表面上扫描光束。可以在
扫描中的不同点以基本恒定的速率检测从表面反向散射的光。可以生成
检测光组的降噪表示，每个检测光对应于表面图像中的不同位置。可以
为具有多个不同尺寸的组生成降噪表示。可以通过用相应组的降噪表示
来表示图像中的不同位置来生成表面的图像。公开了其他方法和设备。 
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